


























 2.1 佐久の素封家臼田家から小諸の豪商柳田茂十郎家へ 
 2.2 軍隊生活から東京のサンデン電気商会へ 
3. 「自動車の八百屋」の開始と自動車運輸業における地位確立 
―業界の“汗かき役”から“実働的な組織者”へ― 
 3.1 ハイヤー事業の開始と東京府公認東京自動車業組合設立 
 3.2 「大北組」結成から警視庁公認東京自動車業組合設立へ 
4. 東京市政界への進出―業界認知への渇望と社会的信用の獲得― 
 4.1 自動車税減税運動 
 4.2 日本橋区会議員・東京市会議員への当選 
5. 補修部品販売事業の拡大 
―「フォード自動車副代理店」、そして「自動車界唯一のデパートメントストア」へ― 
 5.1 自動車用補修部品への着眼と事業の発展 
 5.2 フォード総代理店セールフレーザーとの取引開始 
5.3 補修部品販売事業での信用構築と地方自動車業開拓 
6. 関東大震災とアメリカ企業との関係構築  
―自動車運輸事業がもたらした社会的信用と補修部品調達への執念の産物― 
 6.1 関東大震災下の補修用自動車部品の不足 
 6.2 渡米とアメリカ企業との交渉 
7. 移転されたシステムへの適応的参加 
―「デパートメントストア」的存在性からの脱却と発展的堅持― 
 7.1 既存事業の分離継続 
 7.2 日本フォード特約ディーラー ――エンパイヤ自動車商会 











ータース（以下、日本 GM）を設立する（Wilkins and Hill 1964；自動車工業会 1967；






















                                                  



















































































































店を輩出していた（河野 1999,p20）11。柳田の妻志げには 3 人の兄弟がいたが、養父の二
代目茂十郎は、将来は諒三に支店を持たせるつもりだったようである。 

























島崎藤村は 1899 年に小諸義塾（現、長野県小諸商業高等学校）に国語教師として赴任し、以後 6 年間を
小諸で過ごした。柳田茂十郎および彼を初めとした小諸商人については加来（2003）も参照。 
10 柳田が養子となった頃には、標章の「○柳 」や同店独自の符蝶を効果的に用い、工夫のある商売をし
ていたという（バンザイ 70 年史編纂委員会編 1990〔以下、バンザイ編〕pp.4-6）。 























年 4 月 24 日開店した。支配人の柳田はエンパイヤ号（5 台）と、間もなく輸入した貨物車






                                                  
14 当時の住所表示は日本橋区呉服町 18 番地。日本橋区呉服町は、現在の中央区八重洲一丁目に位置し

















15 前掲柳田、前掲エンパイヤ編は、この店舗の建物が江戸時代の安政年間（1854 年～1859 年）に建て
られたことを記している。後者はこの建物を「しもた屋」と記述しており（p.10）、商店の並ぶ地域にエ
ンパイヤの店舗が構えられたことが伺える。なおエンパイヤの開業日については、前掲エンパイヤ編、前
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自家用 営業用 合計 自家用 営業用 合計 自家用 営業用 合計
1913 865 20 885
1914 1,034 24 1,058
1915 1,264
1916 1,656
1918 1,939 2,385 4,324 121 88 209 2,060 2,473 4,533
1919 2,673 3,672 6,345 361 345 706 3,034 4,017 7,051
1920 3,347 5,232 8,579 828 591 1,419 4,175 5,823 9,998
1921 3,486 6,561 10,047 1,197 873 2,070 4,683 7,434 12,117
1922 3,809 7,939 11,748 1,798 1,340 3,138 5,607 9,279 14,886
1923 3,179 9,600 12,779 1,629 2,048 3,677 4,808 11,648 16,456
1924 3,972 14,979 18,951 3,169 5,113 8,282 7,141 20,092 27,233
1925 3,961 18,495 22,456 2,658 6,767 9,425 6,619 25,262 31,881
1926 4,517 23,456 27,973 3,087 9,010 12,097 7,604 32,466 40,070
1927 6,328 29,447 35,775 3,558 12,429 15,987 9,886 41,876 51,762
1928 6,657 38,003 44,660 4,268 17,451 21,719 10,925 55,454 66,379
1929 7,095 45,734 52,829 4,760 22,781 27,541 11,855 68,515 80,370














































宮金之亟が副組長に就任した（水野編 1932, p.1）。当時 30 歳で自動車業に飛び込んだば
かりの柳田からすると、周囲はみな業界の先輩だった23。その中で彼はエンパイヤ開店早々、
                                                  
19 『モーター』各号のエンパイヤ広告によれば、同店は少なくとも 1918 年 2 月までは「米國エンパイ
ヤ自動車會社」「米國クロー自動車會社」の「總代理店」だったことが確認できる。 
20 前掲柳田「過去十有三ヶ年の自動車界を顧る」。 
21 西山筑濱「東京自動車業組合の目的と現状」『モーター』1919 年 1 月号、p.41。 
22 歌遠流「東京自動車業組合」『モーター』1918 年 1 月号、p.37。組合発足時により近い 1915 年当時
の柳田の記述によれば、「均しく自働車業と言つても此中には自働車の取次販賣とその製造と、貸自動車
業とが包含されてゐ」たという（インパイヤ自動車ガレージ支配人柳田諒三「貸自動車業の失敗と成功の
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「汗かき役」を務めた。 















ター』1915 年 1 月号のエンパイヤの広告では、事業種目として「自動車及オートバイ」「直
輸入販賣」「修繕賃貸」「附屬品一式」が並列的に記載されている。「自動車及オートバイ」
の「直輸入販賣」「修繕賃貸」を行い、かつ「附属品一式」も販売するという意味であろう。
これらの事業をエンパイヤは、柳田が見つけた呉服町 18 番地の店舗を含めた 2 拠点で行
っていた。このことは、前述のような「自動車の八百屋」ぶりを表現するに過ぎないが、




















26 『モーター』各号のエンパイヤ広告。エンパイヤが 2 つの拠点を持っていたことは、広告に電話番号
が 2 通り記載されていること（「本局 長一九五六番」「新橋 特二四二二番」）から推測される。 
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復活し、茲に始めて自動車時代を出現した」という29。表 1 および表 2 からも自動車業全
体の活性化が窺えるが、エンパイヤも大戦の恩恵を受け営業成績を上げていった。 
 
表 2 日本の自動車輸入の推移 
完成車 シャシー 組立 計 完成車 部品 計
1913 605,016 505,029 1,110,045
1914 94 94 240,610 257,812 498,422
1915 30 30 70,687 94,578 165,265
1916 218 218 386,797 326,688 713,485
1917 860 860 1,569,640 1,097,961 2,667,601
1918 1,653 1,653 4,524,953 3,136,858 7,661,811
1919 1,579 1,579 5,531,540 5,750,761 11,282,301
1920 1,745 1,745 4,865,633 5,613,123 10,478,756
1921 1,074 1,074 3,261,808 4,805,732 8,067,540
1922 752 752 2,216,051 5,093,784 7,309,815
1923 1,938 1,938 4,955,211 8,527,069 13,482,280
1924 4,063 4,063 8,772,861 12,413,272 21,186,133
1925 1,765 1,765 4,600,009 7,061,433 11,661,442
1926 2,381 2,381 5,324,535 10,391,666 15,716,201
1927 3,895 3,895 8,063,062 10,218,901 18,218,963
1928 7,883 1,910 9,793 13,770,655 18,474,168 32,244,823
1929 5,018 2,019 29,338 36,375 9,545,870 24,062,213 33,608,083
1930 2,951 1,609 19,678 23,878 4,896,992 15,876,738 20,773,730
1931 1,887 1,204 20,109 23,200 3,378,063 12,951,105 16,329,168
1932 997 703 14,087 15,787 2,894,234 11,927,189 14,821,423
1933 491 780 15,082 16,353 1,864,392 12,006,958 13,871,350
1934 896 950 33,458 35,304 3,357,061 28,945,163 32,302,224
1935 934 1,010 30,787 32,731 3,202,241 29,387,106 32,589,347
1936 1,117 1,061 30,997 33,175 3,577,575 33,458,910 37,036,485
1937 4,988 － 28,951 33,939 － － －
1938 1,100 － － 1,100 － － －




（出所）前掲呂 p.34、p.109 より筆者作成。原資料は『自動車工業資料』（自動車工業会、1948 年）p.35、
『モーター』1923 年 8 月号 p.3。 
                                                  
27 同書からは、上島の入店が「ハイヤー以外にはサンデン電気商会のフィラメントや自動車用電球、あ
るいは一般の電気部品・用品を販売」する状況からの何らかの発展をもたらしたことが窺える。なお、上
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3.2 「大北組」結成から警視庁公認東京自動車業組合設立へ 
 東京自動車業組合の創設から 1919 年に入るまでの、販売業者・運輸業者の組合員に占
める比率は明らかでないが、零細な運輸業者がその多数を占めながらも、販売業者が組合
運営の中枢を担っていた30。しかし、当初は 41 名で発足した組合も 1919 年には販売業者
46 名・運輸業者 184 名となった。運輸業者の増加が顕著だったのである。それとともに、
組合の運営形態にも変化が現れる。1919 年 9 月、「運輸業者方面の連絡必要に依り」運輸
業者から初めて副組長が輩出されたのである。その人物こそ、全般的な「自動車業者」中、
すでに「此種の營業としては、寧ろ早い方の部」で「斯道に其人あり」31と評されるよう







表 3 東京自動車業組合（東京府公認） 幹部 
就任年月 組長 副組長 会計 
1913 年 7 月 
1918 年 3 月 


















 組合では柳田の副組長就任と同時期の 1919 年 9 月、臨時総会で販売・運輸の双方から
分離研究委員が選ばれ、柳田も委員となった34。同年 11 月に「大正 8 年 2 月警視庁令第 8
号自動車取締施行細則」が改正され警視庁公認の組合の設立を認める規定が置かれたこと、
当時の「業界は漸進多端の行程に向ひ、不正業者の跋扈甚だし」かったことから、警視庁
                                                  
30 販売業者のほうが比較的事業体としての体裁が整い、事業規模も大きかったことが理由と思われる。 






33 「運輸自動車業強制組合の設立について（速記録）」『モーター』1921 年 1 月号、p.43・p.5。 
34 分離研究員は、販売業者側 46 名・運輸業者側 184 名という構成員の人数比率によって双方の委員数
が定められた。販売業者側の委員は藤原俊雄、梁瀬長太郎、石澤愛三などの 5 名（水野編 1932, pp.2-3）。 
Hosei University Repository
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表 4 「大北組」と警視庁公認東京自動車業組合設立前後の主要組合員 
　柳田諒三 　柳田諒三（副） 　柳田諒三（副） 　柳田諒三 　柳田諒三 　柳田諒三 　柳田諒三
　鈴木萬吉 　鈴木萬吉 　鈴木萬吉 　鈴木萬吉 　鈴木萬吉 　鈴木萬吉 　鈴木萬吉
　須田大八 　須田大八 　須田大八 　須田大八 　須田大八
　吉田市恵 　吉田市恵 　吉田市恵 　吉田市恵 　吉田市恵 　吉田市恵（副）
　相場金松 　相場金松 　相場金松
　加藤猪三次郎 　加藤猪三次郎 　加藤猪三次郎 　加藤猪三次郎 　加藤猪三次郎
　加藤宗三郎 　加藤宗三郎 　加藤宗三郎
　金子秀吉 　金子秀吉 　金子秀吉 　金子秀吉（副） 　金子秀吉（副）
　半田善七 　半田善七 　半田善七 　半田善七 　半田善七（会）














　近藤富次郎 　近藤富次郎 　近藤富次郎 　近藤富次郎 　近藤富次郎
　大西享太郎 　大西享太郎












































 組合規約作成を経た 1920年 12月、運輸業者による警視庁公認東京自動車業組合（以下、
                                                  
35 表 4 に掲載した組合員以外に、販売業者側から石澤愛三が委員となった。 
Hosei University Repository
自動車フランチャイズ・システムへの先駆的・代表的参加者 


































続してきたが、1921 年 4 月 1 日から実施された東京府自動車税（1921 年度）の増税に対
しては、組長・副組長の他、柳田などを加えた 9 名を減税請願実行委員とし（表 4）、特に
活発な減税運動を展開した。「組合」はすでに施行前年の 12 月、東京府に対し①今回の自
                                                  











































































おいても、1918 年以来の物価・人件費の高騰と 1920 年恐慌の結果、自動車業界は甚大な
打撃を受けていることを理由とした陳情書37を提出していたが、「組合」は増税実施後の
1921 年 9 月に再び、上記陳情書の内容に増税実施によって解散もしくは廃業する業者が
続出しているとの訴えと、こうした状況は東京府・東京市の目的とする税収増加をかえっ
て妨げるとの主張を加味した陳情書を、「組長渡邊勝三郎外貮百九十名」の名で提出した38。 





















                                                  
37 「自動車税輕減に關する陳情書（その一）東京自動車業組合」『モーター』1921 年 11 月号,pp.54-55。 
38 「自動車税輕減に關する陳情書（その二）東京自動車業組合」同上,p.55・p.61。 
39 森四郎は当時、東京瓦斯電気工業理事。自動車税制の改革案を『モーター』に 4 度にわたって寄稿し




































掲柳田,p.76）。府税については、1922 年 1 月 25 日までに 2 割減額案が府会を通過した。5
割減額を目標としていた組合は必ずしも満足できなかったが、それを機に、府税の約 2 倍
近い市税の減額に運動を集中するよう方針を定めた43。1922 年度市税については運動の成
果は得られなかったが、翌 1923 年度市税は、1923 年 3 月の市会で「前年度より本税百分
の三十を輕減」することが可決された。軽減幅については、当初案が「百分の十五減」だ
ったのを「市會は之を修正し、百分の三十迄に減じたのは奇蹟とすべきで、これは市會議







43 この方針は 1922 年 1 月 27 日のダンロップ、東京護謨、日本石油、紐育スタンダード、ヴァキュー
ムオイルの 5 社を招待した会合（於.築地精養軒）までに「組合」で定められていたようである。そこで
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員柳田諒三氏の潛航的斡旋が預つて力あつた」という（前掲水野編,pp.14-20）。 
 「組合」は減税運動にとどまらず表 6 のような活動を行ったが、柳田はこれらにおいて
も少なからず中心的な役割を果たしている。 
 























 柳田が減税運動や区会議員選挙に精力を傾ける 1921 年頃までには、エンパイヤの事業
も拡大していた。 










で自動車の輸入が増加したことは、修理の必要性も高めたと思われる46。1917 年 7 月には
                                                  















 さらに 1918 年 3 月には、当初からのエンパイヤ自動車会社とクロー自動車会社の総代
理店を中止し、代わって「米國エンデペンデント會社」の総代理店になったことが分かる48。 


















う。同年 10 月には、日本橋呉服町に 4 階建ての本店柳田ビルが完成した。当時の日本橋
では、その 4 階建ての高さが非常に目立ったという（前掲エンパイヤ編,p.19）54。 
                                                  
47 前掲「東京の自動車修繕業」。「職工數はさほど多くはないが皆忠實に働いて居る」とも伝えている。 
48 『モーター』1918 年 3 月号のエンパイヤ広告。注 32 も参照。 
49 『モーター』各号のエンパイヤ広告。 
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を感じ取ったことが挙げられよう。その証拠として、1922 年 11 月になるとエンパイヤが、
前出の松永商店のような「セール、フレザー代理店」となっていることが確認できる58。
翌 12 月には「今囘フオード自動車會社副代理店トシテセールフザー
（ マ マ ）
株式會社ト特約シ自













柳田以下幹部店員のみを意味すると思われる「大正 10 年当時の社員」は 9 名で、ハイヤー用乗用車は梁
瀬長太郎からハイヤー開業の提案を受けて以来のビュイックやハドソンなど 5 台だったという。また、
1923 年 10 月以降には「晝夜兼行」に「（午前三時迄營業）」、「年中無休」には「（日曜祭日共營業）」と
いう具体的な告知が、広告上でなされるようになる。 




イヤ自動車商會」の名前は、その前年である 1921 年 12 月号の『モーター』の記事「エンパイヤ自動車
商會の發展・エンパイヤビルデイング落成」（前掲）中に使用されるまでは、少なくとも同誌では見当た
らない。前掲柳田や前掲エンパイヤ編によれば、エンパイヤの屋号は当初から「エンパイヤ自動車商会」
だったとの記述が存在するものの、同店は 1921 年 10 月の柳田ビル完成の頃を境に「ガレージ」から「商
会」へと屋号を切り替えた可能性も否定できない（注 16 参照）。 
57 『モーター』1922 年 5 月号の広告では、ストックホルムタングステンなどの電気関係三社の代理店
であることの宣伝だけでなく、1921 年 1 月以来使われていた「自動車及電氣器具並材料輸入販賣」の文
言も消えている。なお、その 2 ヶ月前の『モーター』1922 年 3 月号の広告からは、「自動車及電氣器具
並材料輸入販賣」と並列的に「フォード車及純正フォード部分品一式」の文言が記載されていた。フォー
ドを初めとした自動車関連商品のプレゼンスの高まりを窺わせる。 
58 『モーター』1922 年 11 月号のエンパイヤ広告。 
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表 7 エンパイヤ広告によるフォード車価格 
  
1922 年 12 月 
（定価） 
1923 年 2～3 月
「濱渡」 
1923 年 4～9 月
「東京渡」 
1924 年 6 月 
「横濱渡シ」 
ツーリング 1,995 円 1,830 円 1,835 円 1,930 円 
ツーリングシャシー 1,515 円 1,335 円 1,340 円 1,400 円 
トラックシャシー 1,685 円 1,495 円 1,500 円 1,600 円 
注：1923 年 1 月の価格については、それを明確にした資料は存在しなかったが、『モ
ーター』1923 年 2 月号のエンパイヤ広告では「今囘左記の道リ一月元旦ヨリ値
下致シ候」と掲載されている。このことから、1923 年 1 月は 1923 年 2～3 月と













部品や工具の品揃えを、1922 年 5 月から広告に掲載し始めている62。 
                                                  




pp.28-32・注 97 も参照。 
62 表 8 に掲載した部品・工具の取り扱いを宣伝した 1922 年 5 月は、注 57 でも述べたようにエンパイ
ヤがストックホルムタングステン、エルセンス、アップルの総代理店であることが確認できなくなり、か
つ「自動車及電氣器具並材料輸入販賣」の文言も消えた月である。加えて同月からは、1921 年 1 月以来
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表 8 エンパイヤで取り扱った主たる部品・工具 






































応できるようになり、その 1922 年 12 月の広告において自らを「本邦唯一ノ自動車デパー
トメントストア」と称した。この、ガソリン・オイル類やタイヤも含めた「本邦唯一ノ自
動車デパートメントストア」を、エンパイヤは「自動車界唯一のデパートメントストア」
へと若干修正したうえで訴求ポイントとし、1923 年 1 月には「フオード自動車副代理店」






                                                                                                                                                  
の T 型フォードの写真に代わってベベルギアとティムケンのデーパーローラーベアリングのイラストが
大きく掲載されるようになり、その構図は同年 11 月まで続いた。 
63 『モーター』1922 年 12 月号のエンパイヤ広告。 
64 『モーター』各号のエンパイヤ広告。なお、1922 年 5 月から、エンパイヤは顧客への自店宛電話番
号紹介を、従来の本店と芝浦工場を含めた 3 通りから、4 通に増やした。さらに翌 1923 年の 4 月には「ハ
イヤ專用」を加えた 5 通りにしている。いずれも事業所の増加と業務の多様化を示すものと言えるだろう。 
Hosei University Repository
自動車フランチャイズ・システムへの先駆的・代表的参加者 
























                                                  
65 同書によれば、具体的な時期は明らかでないが、エンパイヤでは「夕方 6 時ころになると全国から注
文のあった品物を荷造りして、上野駅の小口貨物扱いまで荷車で引っ張っていく。発送を終って会社に帰


















































「ソリットタイヤ無代篏込」（1924 年 2 月）、「ソリットタイヤ在庫豊富（篏込即時無代にて可仕候）」（同
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トストア」の看板を下ろさざるを得なくなったと思われる。実際、同店は本店柳田ビルの
復旧がなり、1924 年 3 月 1 日には同ビルでの営業を再開できたものの70、同月から同年
10 月にかけてその広告から「デパートメントストア」が消えることとなった71。その代わ






アリング、メーター其他新荷續々入荷仕候」（同 5 月・6 月）、「○ラッパ自動車用及オート























                                                  























10 月には従来からの日本橋区呉服町の本店と芝区本芝の芝浦車庫内の支店の 2 拠点体制
だったが、前述のように同店が「自動車界唯一のデパートメントストア」との訴求を中止














                                                  
75 同書によれば、柳田が訪問した都市は「桑港、ロスアンゼルス、クリーブランド、デトロイト、市俄
古、バツハロー、紐育、華府、ピツツバーク、ヒラデルヒヤ等」。 
76 同書によれば、このとき通訳を務めた柴田勝助は、翌 1914 年にエンパイヤに入店する。彼は後にエン
パイヤ自動車株式会社の取締役や監査役を歴任し、1962 年から 67 年までは会長を務めることになる。 
77 『モーター』1922 年 5 月号から 1922 年 11 月号のエンパイヤ広告。 
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表 9 エンパイヤ広告に示される自動車部品・附属品等代理権（1924 年 8 月～1925 年 5 月） 
8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月
⇒
1925年
インランドピストンリング 代理店 ⇒ ⇒
ダブルシールピストンリング 代理店 ⇒ ⇒ ⇒
NDボールベアリング 代理店 ⇒ ⇒
⇒ ⇒ ⇒


































































                                                  




































80 前掲 Wilkins and Hill の文脈によれば、フォードが孫の手紙を読んだのは、彼の関心が中国から日本
へ移る過渡期だった（p.150、邦訳書上巻 p.191）。なお、日本の自動車（部品）商の立場で震災後にフォ
ードと対面交渉した人物としては、柳田の他に秋口久八が知られている（本稿 pp.28-30・注 110 参照）。 
81 『モーター』1924 年 11 月号から 1925 年 2 月号のエンパイヤ広告。 




あった（『モーター』1925 年 2 月号のエンパイヤ広告）。 
83 震災翌年の 1 月、エンパイヤは「東京及地方共準備整然從前通リ營業致居候」と告知しているが（『モ
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本店の近く（日本橋区日本橋通塩町西河岸）に所在する萬歳貿易商会（以下、萬歳）の買
収と事業継承だった（前掲エンパイヤ編,pp.29-30；前掲バンザイ編,p.21）85。 




り受け」（前掲エンパイヤ編,pp.29-30）、1924 年 3 月には自らの経営とした86。このこと
は、アメリカからの帰国後間を置かずして、柳田が萬歳の買収に着手したことを物語る。 







                                                                                                                                                  
ないかどうか、チェックする権限を持っていた。あるとき、部品ロードマンに長瀬産業から仕入れて部品
棚に並べていたチャンピオンプラグを見付けられ、ひどくやられたことがあった」（p.70）。 


















貿易商会は 1939 年に萬歳貿易株式会社に改組後、1940 年に萬歳自動車、41 年に萬歳自動車工業、43 年
に富桑工業へと社名変更、敗戦後の 1946 年には事業を柳田工業株式会社（戦前に柳田がピストンリング
製造の目的で設立）に継承するとともに同社を萬歳自動車株式会社と社名変更して再出発する。この間を
含め、柳田は 1948 年に死去するまで一貫して同社の社長を務めた。その後、1975 年に社名を株式会社
バンザイに改め、現在も資本金 5 億 5,900 万円の企業として東京都港区芝に所在し、自動車機械工具試験
機製造販売輸出入を事業に活動している。なお、柴田は注 76 に紹介したエンパイヤ自動車株式会社での
経歴に加え、1939 年から 47 年にかけて萬歳自動車工業（富桑工業）、萬歳自動車の取締役等を務める。 






来専務・社長を務める他、上島が取締役を務めることになる。小山保房については本稿 pp.32-33 参照。 
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7.2 日本フォード特約ディーラー ――エンパイヤ自動車商会 
 フォード社の調査員ローバージュがエドセル・フォードに送った報告では、同社の代理
店セールフレーザーに対し厳しい評価がなされた。フォードは販売組織をつくり直す必要
を認め（前掲 Wilkins and Hill,p.150、邦訳書上巻 p.191）、セールフレーザーに与えてい
た総代理権を 1924 年限りで打ち切った。そして 1925 年 2 月 17 日、日本フォード自動車
株式会社を資本金 400 万円で横浜市緑町に設立した88。 
 前掲エンパイヤ編はエンパイヤが「フォードの東京地区における販売代理権を確立」し
たのは 1925 年 3 月としている。このことを裏付けるように、エンパイヤは 1925 年 3 月
になると、『モーター』の広告における自店の紹介の仕方を前月までの「自動車デパートメ
ントストア」から「フオード自動車代理店」に一応は改めた89。これがエンパイヤが自ら





（ マ マ ）
」が『モーター』に紹介される90。「山田自動車商會」
の経営者山田忍三によれば、東京には従来セールフレーザー代理店がエンパイヤを含めて
8 店存在し、日本フォードの特約ディーラーとなったのはその 8 店中から「エンパイヤー
（柳田諒三氏）と松永商店（代表鈴木留藏氏）と氏（山田忍三：引用者）の經營に係る山
田商會の三店」と、従来からの東京の副代理店とは「別に四國の副代理店であつた秋口商
會（秋口久八氏）が入つ」た 4 店だった（日本評傅社編 1933,p38）91。 
 
                                                  
88 「日本フオード自動車株式會社の組織」『モーター』1925 年 8 月号、p.49。柳田も「昨年（1924 年：
引用者）の十二月フォード自動車がセールフレーザの手から離れ」たとしている（前掲柳田「過去十有三





2 月 17 日と誤って記述されている（p.191）。 
89 『モーター』1925 年 3 月号のエンパイヤ広告。 
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秋口商店 東京市麹町區内幸町一丁目三番地 藤田商會 神戸市中山手通二丁目
松永商店 東京市神田區 福光商店 福井市日之出下町九五
エンパイヤ自動車商會 東京市日本橋區呉服町 福島自動車商會 福島縣郡山驛前
山田自動車商會 東京市麹町區飯田町 福原商店 小樽市入舟町二丁目三四
中村輪友社 北海道旭川市八條七丁目 五番館 札幌市驛前
奈良自動車商會 高松市濱野町（注） 濱田商店 盛岡市内丸通一
西田商會 京都市七條通祇園町北側 林田自動車商會 鹿兒島市小川町三
西村自動車商會 和歌山市本町一ノ一 梅鉢商店 大阪市北區梅田町二八
野村自動車商會 松山市千船町七四 堀商會 宮崎市高千穗通二丁目
大橋商店 門司市東二丁目三〓〇二 猪飼商會 大津市驛前
佐賀自動車商會 佐賀市上ノ町四一二 今廣自動車商會 岐阜市浦田町九
セール商會 福岡市東中州二二二 糸山商會 兵庫県西ノ宮川戸町
セール商會 函館市末廣町三〇 岩井商會 三重縣松坂町驛前
セール商會 京城西大門P、O BOX、九 カフク自動車商會 青森市濱町角一丁目
セール商會 臺湾臺北市P、O BOX、 亀屋商會 鳥取縣米子　町二丁目
三光自動車商會 富山市本町三八 金谷自動車商會 栃木縣日光町
佐々木豊原支店（注） 樺太豊原大通リ南一ノ九 金子自動車商會 神戸市尻池北町二丁目
セイラン社 沖縄縣那覇久米町四十一 加藤屋自動車商會 名古屋市中區五切矢場町
船場ガレーヂ（注） 大阪市南區末吉橋通二ノ一四 勝又商會 千葉市本町二丁目
仙臺モーター商會 仙臺市南町一七 河内屋自動車商會 別府市海岸町御成町
柴田自動車商會 岡山市驛前 木本商會 廣島市猿樂町九一
四國商會 高知市境町四一 小山自動車商會 新潟市萬代橋通二丁目
大東自動車商店 東京府下大森町海岸 久野自動車商會（注） 濱松市朝日町一二
德島四國商會 德島市驛前 マルチ商會 甲府市八日町一丁目一六
内野工業事務所 靜岡市吾妻町二七 丸天自動車商會 京都府福知山町新町廣小路角
ユニオンモーター商會 前橋市片貝町六二 三星自動車商會 兵庫縣姫路市錦町三一
宇都宮商店 長野市新田町四〇 都自動車商會 宇都宮市大工町
橫濱モーター商會 橫濱市本町五丁目七十一 宮崎商店 名古屋市中區大池町一ノ五三
山口自動車商会（注） 山口市二丁目三五四 森自動車商會 川崎市新國道
藤田自動車部 廣島針屋町三〇 本橋自動車商會 水戸市驛前
アサヒ自動車商會（注） 金澤市驛前通 長崎モーター商會 長崎市大工町




「輸入又ハ販賣店」 「住所」 「輸入又ハ販賣店」 「住所」
 
注：本表は原則として資料の記載に従って作成したが、下記の訂正を施してある。 
   「輸入又ハ販賣店」：（誤）佐々木豐商支店 → （正）佐々木豐原支店 
 （誤）千場ガレーヂ → （正）船場ガレーヂ 
 （誤）同 → （正）山口自動車商會 
 （誤）期田自動車商會 → （正）アサヒ自動車商會 
 （誤）江澤屋自動車商會 → （正）惠澤屋自動車商會 
 （誤）久能自動車商會 → （正）久野自動車商會 
   「住所」：「奈良自動車商會」における（誤）高知市 → （正）高松市 





  以上の訂正の根拠となる資料等については、紙幅の関係上掲載しない。 
（出所）福島鉚太郎編『「自動車」年鑑 昭和四年版』交通問題調査會、1929 年、pp.193-196 より作成。 
 
 1900 年から 1928（昭和 3）年 8 月までの自動車の「輸入又ハ販賣店名」が掲載されて
いる『「自動車」年鑑 昭和四年版』92の「輸入年表」では、日本フォードとエンパイヤに
よるフォード車の最初の「輸入年月日」が「大正十四年六月」（1925 年 6 月）とされてい
る。この「輸入年表」は輸入権者とその代理店の区別なく両者が並列的に記載されており、
この 1925 年 6 月におけるエンパイヤの立場は「輸入又ハ販賣店名」のうちの「販賣店」
と判断するのが妥当である。表 10 は「輸入年表」中、上述のような 1925 年 6 月における
                                                  
92 福島鉚太郎編『「自動車」年鑑 昭和四年版』交通問題調査會、1929 年。 
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 いずれにせよ、上記の「輸入年月日」と『モーター』1925 年 6 月号の記事に従えば、
エンパイヤは 1925 年 5 月から 6 月頃にかけて実際に日本フォードの特約ディーラーとし






































95 金沢市の日本フォード特約ディーラーであるアサヒ自動車商会（長井英吉）が 1925 年 5 月に出した










































































































                                                  












99 同書によれば、新店舗の入った建物は 1926 年に山下汽船が建てたもの。建物借用に関する山下汽船・
山下家との交渉は首尾良く運んだが、当初は「かなり難しい話になろうかと思った」柳田は、佐久の実兄
臼田哲弥太の「手を煩わせ」たという。 
100 小山自動車商会は 1929 年 2 月に株式会社組織（株式会社小山自動車商会）となる。その際には、小
山が代表取締役に就任するとともに、萬歳の副店主である臼田籌治が監査役となっている。この点におい
ても、小山自動車商会は“柳田系”の色彩を持つ特約ディーラーであったことが分かる。その後、1931
年 9 月に小山は代表から退くが、同社は 1934 年 3 月に新潟自動車株式会社、1936 年 5 月には新潟自動
車商事株式会社へと社名を変更しながら、日本フォード特約ディーラーを続け、臼田は監査役として同社
に関係し続けている。新潟自動車商事は戦後、1950 年代後半にプリンス自動車工業の販売店となり、社
名も 1963 年に新潟プリンス自動車株式会社、1966 年には日産プリンス新潟販売株式会社に変更してい
る（『新潟プリンス自動車株式会社閉鎖登記簿謄本』（昭和 39 年 3 月 31 日閉鎖分・昭和 63 年 2 月 8 日閉
鎖分、新潟地方法務局））。 
 小山自動車商会における小山の代表辞任、もしくは 1934～36 年の短期間での社名変更の背景には、前
Hosei University Repository
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7.3 日本 GM セントラル・サービスステーション ――萬歳貿易商会 
 エンパイヤが日本フォード特約ディーラーとなってから1927年に入るまでについては、
その兄弟店たる萬歳がどのような商品を取り扱っていたのかの詳細は明らかでない。しか
し 1927～28 年の萬歳の主要商品（表 11）からは、従来エンパイヤが持っていたデルコ・
レミーの電装部品や AC、ティムケンといった代理権を萬歳が保持していることが分かり、
フォード製以外の部品におけるエンパイヤとの連続性が確認できる。 
























102 注 68 および表 10 参照。都野は 1888 年、山口県美祢郡絵堂村（現、美祢市）生まれ。南満洲鉄道に
勤めた後、渡米してフォード社附属養成学校に入学し、自動車の機械構造や修理技術を学んだ。同校修了
後はフォード社に勤務し、養成学校も含め 10 年間をフォード社で送った。彼は 1920 年に帰国した後に
エンパイヤに就職し、注 68 に紹介したような経験をする。アメリカのフォード社に勤務した縁で、同社
の日本進出に「協力」したことが、彼の「代理販売権の獲得に幸いした」という（前掲松村編,p.20）。 
103 『モーター』1925 年 10 月号の萬歳広告。 
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（Mintzberg and Waters1985）なプロセスだったということができるだろう107。 
                                                  




 一方で柳田は日本フォード特約ディーラーとなった後も、1925 年 3 月から 3 年間「組合」の副組長を
務め、その後、新結成された日本自動車業組合聯合会の副会長に就任する。1931 年 2 月から翌年 2 月ま
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